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⼤和ハウスグループの総合⼒と
不動産開発のノウハウを最⼤限に活⽤することにより、
中⻑期にわたる安定した収益の確保と資産の着実な成⻑を通じて、
投資主価値の継続的な拡⼤を⽬指してまいります

大 和 ハウスリート投 資 法 人 の 特 徴

主として4つの中核資産に投資する総合型REIT

中核資産は、物流施設、居住施設、商業施設及びホテル

首都圏、中部圏、近畿圏の三大都市圏に主に投資

リスク・リターンの特徴が異なる多様な資産への投資により分散したポートフォリオを構築

大和ハウスグループとのコラボレーション

大和ハウスグループの総合力によるバリューチェーンの活用

優先的売買交渉権の付与等の大和ハウスグループのパイプライン・サポート

大和ハウスグループの開発物件を中心に取得し、資産規模の拡大を目指す

大和ハウスグループとの協働による管理・運営コストの削減

安定した財務運営

有利子負債の長期固定化と返済期限の分散化

LTV水準は40～50％（正ののれんを含む総資産ベース）とする安定した財務運営

強固なレンダーフォーメーションの構築

▲
▲

▲
▲

▲
▲

▲
▲

▲
▲

編集方針

本レポートの対象期間は2022年3月1日～2023年2月28日ですが、一部2023年9月時点のホームページの情報を基に作成しています。

その後の 新情報については、ホームページにて随時更新していきますので、そちらをご参照ください。

本レポートには、将来予測に関する情報が含まれていますが、これらの記述は各資料の作成時点で入手可能な情報に基づいて判断した

ものであり、将来の業績等を保証するものではありません。

本レポートにおいて記載する金額については、単位未満を切り捨てて記載しています。
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投資法⼈概要

不動産投資信託証券市場への上場承認申請

不動産投資信託証券市場への上場承認

2006年2月

● 東京証券取引所

● 東京証券取引所

2006年3月
● 東京証券取引所 不動産投資信託証券市場への上場

（銘柄コード：8984）

2005年6月

● 設立企画人（モリモト・アセットマネジメント株式会社

（現 大和ハウス・アセットマネジメント株式会社））による
投資信託及び投資法人に関する法律（以下「投信法」といいます。） 第69条

第1項に基づく本投資法人の設立に係る届出

● 投信法第166条に基づく本投資法人の設立の登記、

本投資法人の成立

● 投信法第188条に基づく本投資法人の登録の申請

沿革

投資法人の仕組み

投 資 法 人 名 大和ハウスリート投資法人

英文名：Daiwa House REIT Investment Corporation

代 表 者 執行役員 浅田利春

所 在 地 〒100-0014 東京都千代田区永田町二丁目4番8号

資産運用会社 大和ハウス・アセットマネジメント株式会社

電話番号：03-3595-1265（問合せ先）

計 算 期 間 毎年3月1日から8月末日まで、及び9月1日から翌年2月末日までの各6か月間

事 業 活 動 不動産等及び不動産信託受益権への投資及び運用

資産運⽤会社概要

会 社 名 大和ハウス・アセットマネジメント株式会社

英文名：Daiwa House Asset Management Co., Ltd.

所 在 地 〒100-0014 東京都千代田区永田町二丁目4番8号 ニッセイ永田町ビル7階

設 立 年 月 日 2004年9月1日

資 本 金 3 億 円

株 主 大和ハウス工業株式会社 100% 

代 表 者 代表取締役社長 土田 耕一

免 許 ・ 認 可 宅地建物取引業免許証番号 東京都知事（4）第83758号

取引一任代理等の認可番号 国土交通大臣認可第32号

金融商品取引業者登録番号 関東財務局長（金商）第409号

概要

2005年7月
● 内閣総理大臣による投信法第187条に基づく本投資法人の

登録の実施（登録番号 関東財務局長 第38号）

概要

2016年9月
● 大和ハウスリート投資法人を吸収合併、大和ハウスリート投資法人への

商号変更

❶資産運用委託契約

❹パイプライン・サポート等に関する

基本協定書

❷資産保管業務委託契約、一般事務委託契約、

投資主名簿等管理人委託契約

及び特別口座の管理に関する契約

❸財務代理契約

資産保管会社

一般事務受託者

投資主名簿等管理人

特別口座管理機関

三井住友信託銀行株式会社

パイプライン・サポート会社

株式会社コス モ ス イ ニ シ ア

大和リ ー ス 株式会社

大和ハウスリアルティマネジメント株式会社

株式会社フジ タ

大和物流株式会社

投資法人

大和ハウスリート投資法人

投資主総会

役員会

執行役員： 浅田利春

監督役員： 石川浩司

監督役員： 小粥純子

会計監査人

EY新日本有限責任監査法人

資産運用会社

大和ハウス・

アセットマネジメント株式会社

❶

資産運用会社の親会社

スポンサー

大和ハウス工業株式会社 ❹

❹

❷

投資法人債に関する

一般事務受託者

三井住友信託銀行株式会社

株式会社三菱UFJ銀行

株式会社三井住友銀行

株式会社り そ な 銀行

❸
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サステナビリティ⽅針

① 地球温暖化防止

脱炭素社会の実現に向け、省エネルギー設備の導入などによる省エネ対策を推進します。また、再生可能エネルギー発電設備の導入や導入

物件の取得を検討します。

② 自然環境との調和（生物多様性保存）

自然資本の保全・向上に向け、豊かな自然環境を将来世代に継承できる社会を目指し、周辺環境との調和に配慮した植栽管理を推進します。

③ 資源保護（水資源保護・廃棄物削減）

資源循環型社会の実現に向け、節水設備機器の導入による節水対策、並びに資源のリデュース・リユース・リサイクルの3R活動を推進します。

④ 化学物質による汚染の防止

人や生態系が化学物質による悪影響を受けることのない社会を目指し、不動産運用時における有害化学物質の削減、代替、及び適正管理を

推進し、リスクの 小化に取り組みます。

⑤ 社内体制の構築と従業員への取り組み

サステナビリティを推進するための社内体制を構築し、役職員の教育・訓練を定期的に実施して人財の育成に取り組みます。また、安全かつ健

康的に働くことのできる職場・多様な従業員が柔軟に働ける職場作りを目指します。

⑥ 社外のステークホルダーとの信頼関係の構築

社外のステークホルダーとの信頼関係の構築を目指し、お客さまであるテナントの満足向上、サプライチェーンにおけるCSRの推進を図るため

の取引先への働きかけ、地域市民との地域共生活動に取り組みます。

⑦ 情報開示によるコミュニケーションの推進

ESGに関する情報を積極的に開示し、投資家をはじめとするステークホルダーとの対話を今後の事業活動に活かしていきます。また、グリーンビ

ルディング認証の継続的な取得を検討していきます。

⑧ 法規制等の遵守とリスクマネジメント

ESGに関する法令を遵守します。また、不動産取得時のリスク評価における環境・社会的影響の考慮や人権啓発の推進など、適切なリスクマネ

ジメントに努めます。

⼤和ハウスリート投資法⼈
執⾏役員 浅⽥ 利春

対象範囲
ポートフォリオ 物流施設 居住施設 商業施設 ホテル その他資産

取得価格 897,549 百万円 470,121 百万円 240,323 百万円 123,219 百万円 22,226 百万円 41,660 百万円

物件数 230 物件 66 物件 129 物件 23 物件 6 物件 6 物件

投資⽐率
(取得価格ベース) 100.0 % 52.4 % 26.8 % 13.7 % 2.5 % 4.6 %

賃貸可能⾯積 3,200,681.81 ㎡ 2,095,309.22 ㎡ 444,613.52 ㎡ 571,008.21 ㎡ 33,866.63 ㎡ 55,884.23 ㎡

(注)2023年3月31日時点保有物件（底地7物件を含む）

方針

大和ハウスグループでは、「共に創る。共に生きる。」を基本姿勢とし、人・街・暮らしの価値共創グループとして、ステークホルダー

との信頼関係を構築して事業を通じて社会に貢献すること、並びに環境負荷“ゼロ”に挑戦してサステナブルな社会の実現を目指し

ています。不動産投資運用業務にESGへの配慮を継 続 的 に組み込むことが、本投資法人の基本方針である中長期にわたる安定し

た収益の確保と資産の着実な成長に資すると考えています。

2017年4⽉19⽇制定
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推 進 体 制

4

サステナビリティ推進体制

本資産運用会社は、「サステナビリティ方針」に基づくESGへの配慮を推進していくために、「サステナビリティ推進体制規程」を制定し、

社内体制、ステークホルダーとの協働、情報開示方針等について定め、適切なサステナビリティ推進体制の確保を図るとともに、サステ

ナビリティ委員会を原則として毎月必ず1回以上開催し、サステナビリティに係る目標や施策を検討し、目標や各種施策の実行に取り組ん

でいます。また、原則として年に１回、サステナビリティ委員会の 高責任者が全体の取り組み状況の評価や必要に応じて見直しの指示

を行っています。
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環境経営⽬標・計画

指標
長期目標

（2018年～2027年までの10年間）
長期目標達成に向けた

2022年度目標

エネルギー消費原単位※2
2017年度（基準年度）から

10％削減
2017年度比
5%以上削減

GHG排出原単位※3
2017年度（基準年度）から

10％削減
2017年度比
5%以上削減

水消費原単位※4
2017年度（基準年度）における

原単位以下に削減
0.8205（㎥/㎡）以下

廃棄物管理
2017年度（基準年度）における

リサイクル率※5以上に向上
リサイクル率54.2%以上

環境経営目標

環境経営計画

≫エネルギー消費量の削減目標

≫エネルギー消費量の削減目標達成に向けた年間計画（2022年度）

指標 施策

エネルギー消費量 照明のLED化及び間引き点灯の推進、空調機の高効率機器への更新

GHG排出量 照明のLED化及び間引き点灯の推進、空調機の高効率機器への更新、非化石証書の購入

水消費量 節水の推進、節水タイプの衛生機器への更新

廃棄物管理 リサイクルの推進

≫環境認証の取得目標

≫環境認証の取得目標達成に向けた年間計画（2022年度）

認証 施策

DBJ Green Building認証 3物件の継続取得

CASBEE不動産評価認証 7物件の新規取得

BELS評価 10物件の新規取得

※1 算出方法 本投資法人が保有する物件のうち、データを取得できた物件を対象とし、テナントの使用量を含みます。

※2 原単位は、（電気等のエネルギー使用総量）÷原単位分母（延床面積（㎡） ）として計算しています。

※3 原単位は、（GHG排出総量）÷原単位分母（延床面積（㎡））として計算しています。

※4 原単位は、（水道使用総量）÷原単位分母（延床面積（㎡） ）として計算しています。

※5 リサイクル率は、（廃棄物のリサイクル量）÷（廃棄物の総量）として計算しています。

本投資法人は、保有物件の環境負荷低減の取り組みについての客観性、信頼性を高め、中長期的な資産価値向上を企図して、

第三者による外部認証及び評価の取得を進めています。本投資法人は、保有物件における環境認証の取得割合（延床面積ベース

）を70％以上に向上していく方針です。 （2021年10月 目標設定）

6

本資産運用会社は、資産運用業務における省エネルギー、GHG排出削減等を重要な環境課題として認識し、個別のポリシーを

設け、環境負荷の低減を図っています。また、エネルギー消費量※1の削減目標（長期目標）について以下のとおり定めています。

（2018年3月 目標設定）



雨水潅水システム設置（2022年2月）

環境経営計画の実施状況及び評価

エネルギー消費量の削減

≫環境経営計画の実施状況

指標 2022年度に実施した施策

エネルギー消費量

照明のLED化を実施

太陽光発電設備の導入検討 （2023年度設置）

空調機の高効率機器への更新

GHG排出量

照明のLED化を実施

太陽光発電設備の導入検討 （2023年度設置）

空調機の高効率機器への更新

非化石証書の購入（22,250MWhに相当）

水消費量
雨水、地下水、中水の有効活用の検討

節水型機器への更新

廃棄物管理 リサイクルポスターの作成・掲示等の啓発活動推進を実施

≫エネルギー消費量の削減目標に向けた計画の実施状況の評価

照明のLED化、空調機の高効率機器への更新、節電ポスターの作成・掲示等の啓発活動推進を実施等によりエネルギー消費量

の削減目標に向けた計画を適切に実施した。
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環境経営計画の実施状況及び評価

環境認証の取得

≫目標に向けた計画の実施状況

認証 2022年度 環境認証取得実績

DBJ Green Building認証 3物件の継続取得 （達成率：100％）

CASBEE不動産評価認証 9物件の新規取得 （達成率：128％）

BELS評価 10物件の新規取得 達成率：100％）

≫環境認証の取得目標に向けた計画の実施状況の評価
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環境認証取得割合は68.8%と目標（70%以上）達成に向け、取得を推進した。



2027年度目標達成に向けて2022年度のエネルギー消費量削減割合は目標を大きく上回っている。

≫エネルギー消費量の削減目標の達成状況及び評価

環 境 経営⽬標の達成状況及び評価

指標
長期目標達成に向けた

2022年度目標
達成状況 2022年度実績

エネルギー消費量
2017年度比

原単位（MWh/㎡）5%以上削減
達成 27.2%削減

GHG排出量
2017年度比

原単位（t-CO₂）5%以上削減
達成 35.1%削減

水消費量 0.8205（㎥/㎡）以下 達成 0.3552（㎥/㎡）

廃棄物管理 リサイクル率54.2%以上 達成 リサイクル率71.9%

9

※排出係数について、スコープ2は0.000434(t-CO2/kWh)（2022年度ロケーション基準）、スコープ3は2022年度の
各供給会社の排出係数（マーケット基準）を使用しています。

※

※各物件数は、当該年度にエネルギーデータを把握した物件数になります。
なお2022年度の215物件は、2023年3月31日時点で保有する230物件から底地7物件及びエネルギーデータを
把握していない9物件を差し引き、2023年3月に売却した1物件を加えた数値になります。



次年度の環境経営⽬標・環境経営計画・改善指⽰

≫環境経営システムの変更の必要性

改善指示は特にない。情報修正した目標達成及びサステナビリティ推進のために実施体制の強化の検討を行うこと。

≫次年度のエネルギー消費量の削減目標

2018年3月に設定した目標について、次年度も同様の目標とする。

なお、目標を大きく上回って推移していることから、目標の修正を今後検討していくこと。

≫次年度の環境認証の取得目標

2021年4月に設定した目標について、次年度も同様の目標とする。

≫次年度のエネルギー消費量の削減目標に向けた計画

≫次年度の環境認証の取得目標に向けた計画

指標 施策

エネルギー消費量 太陽光発電設備の設置、照明のLED化の推進、空調機の高効率機器への更新

GHG排出量
照明のLED化の推進、空調機の高効率機器への更新、非化石由来の電力メニューへの変更、
非化石証書の購入

水消費量 節水の推進、節水タイプの衛生機器への更新

廃棄物管理 リサイクルの推進

認証 施策

DBJ Green Building認証 5物件の継続取得

CASBEE不動産評価認証 5物件の新規取得

BELS評価 5物件の新規取得
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環境関連法規

主要環境関連法規

環境関連法規の遵守状況

本投資法人の事業活動における環境関係法規についてPM会社、BM会社からの報告に基づき、届出漏れ、法令違反がないこと

を確認しています。なお、関係当局からの違反等の指導事項及び訴訟はありません。
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ディスクレーマー

•本レポートは、情報提供を目的としたものであり、特定の商品についての投資の募集、勧誘や売買の推奨を目的としたもの

ではありません。

•本投資法人の投資口のご購入にあたっては、各証券会社にお問い合わせください。また、 終的な投資決定は投資家ご自

身の責任と判断でなさいますようお願いいたします。

•本レポートは、金融商品取引法、投資信託及び投資法人に関する法律又は東京証券取引所上場規則に基づく開示書類や

運用報告書ではありません。

•本レポートのデータ・分析等は、過去の一定期間の実績に基づくものであり、将来の運用成果及び変動等を保証するものでは

ありません。また、本レポートの内容には、将来の業績に関する記述が含まれていますが、このような記述は将来の業績を保

証するものではありません。また、不動産投資信託は、運用する不動産の価格や収益力の変動により、投資元本を割り込む

おそれがあります。

•本レポートで提供している情報に関しては、その正確性及び完全性を保証するものではありません。また、予告なしに その

内容が変更または廃止される場合がありますので、あらかじめご了承ください。

•本レポートに基づいて取られた投資行動等の結果については、本投資法人及び本資産運用会社は一切責任を負いません。

•事前の承諾なしに本資料に掲載されている内容の複製・転用等を行うことを禁止します。

https://www.daiwahouse‐reit.co.jp/
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